
全国市議会議長会基地協議会規約 

 

（名称） 

第 １ 条 この会は、全国市議会議長会基地協議会という。 

（組織） 

第 ２ 条 この会は、日米安全保障条約第６条に基く米軍諸施設並びに陸海空

自衛隊及び旧軍港等の施設に関係する全国各市議会議長をもって組織する。 

２ この会に、北海道、東北、北信越、関東、東海、近畿、中国・四国及び九

州の８つの部会を設け、部会に関し必要な事項は当該部会が定める。 

（目的） 

第 ３ 条 この会は、基地関係都市共通問題の調査、研究並びにその具体的解

決方策を強力に推進することを目的とする。 

（事務局） 

第 ４ 条 この会の事務局は、全国市議会議長会事務局内に置く。 

（事業） 

第 ５ 条 この会は、基地の全国的共通事項として次の事業を行う。 

（１）基地施設が所在することによる税収欠陥、特殊財政需要等に関する対策 

（２）基地が周辺に所在することによる周辺整備対策 

（３）その他本会の目的達成に必要な事項 

２ この会は、前項に掲げる事業のほか、基地の返還都市に共通する財産処理

の対策に関する事業を行う。 

（役員） 

第 ６ 条 この会に次の役員を置く。 

      会 長    １名 

      副会長   １６名 

      監 事    ４名 

      理 事   若干名 



２ 役員は、総会において互選する。 

３ 役員の選考基準は、別に定める。 

（役員の任期） 

第 ７ 条 役員の任期は２年とする。ただし、再選を妨げない。 

２ 役員は、その任期が満了したときにおいても後任者が就任するまでの間、

引き続きその職務を行うものとする。 

３ 役員の任期中に役員が議長の職務を離れたときは、後任の議長がその残任

期間についてその職務にあたるものとする。 

（役員の職務） 

第 ８ 条 会長は、この会を代表し、会務を総理する。 

２ 会長は、必要に応じ会長職務代理者を指名することができる。 

３ 会長は、第６条第１項に定める理事のほか、会員の中から理事若干名を指

名することができる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

あらかじめ会長が定めた順序によりその職務を行う。 

５ 理事は、施策及び運営に関する職務を掌理する。 

６ 監事は、会計の監査にあたるほか、会議に出席して意見を述べることがで

きる。 

（相談役） 

第 ９ 条 会長は、必要に応じ相談役を委嘱することができる。 

２ 相談役は、会議に出席して意見を述べることができる。 

（町村会員） 

第 １０ 条 この会に町村会員を置くことができる。 

２ 町村会員は、基地関係町村議長をもってあてる。 

３ 町村会員の中から副会長に準ずる者４名、監事に準ずる者１名、理事に準

ずる者若干名を総会において互選する。 

４ 会長は、前項の理事に準ずる者のほか、町村会員の中から理事に準ずる者



若干名を指名することができる。 

５ 第３項の選考基準は、別に定める。 

（会議） 

第 １１ 条 会議は、総会、理事会、正副会長・監事・相談役会及び基地関係

国会議員との情報連絡会とし、会長が招集し、会議の議長は会長があたる。 

２ 会議は、会員及び町村会員の半数以上が出席しなければ会議を開くことが

できない。また、議長欠席のときは、その代理者が出席できる。 

３ 会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決

するところによる。 

（総会） 

第 １２ 条 総会は、定期総会及び臨時総会とする。 

２ 定期総会は毎年１回開催する。 

３ 臨時総会は、会長において必要があると認めたとき、正副会長・監事・相

談役会の議決を経て招集する。 

（総会の権限） 

第 １３ 条 総会は、次に掲げる事項を議決する。 

（１）重要な施策及び運営に関する事項  

（２）国会、政府等に提出する意見または要望に関する事項  

（３）予算及び決算の認定  

（４）その他会長において特に必要と認めた事項  

（理事会） 

第 １４ 条 理事会は、会長、副会長、理事及び監事並びに相談役で組織し、

次に掲げる事項を掌理する。 

（１）施策及び運営に関する事項  

（２）意見または要望に関する事項  

（３）決算に関する事項  

（４）その他会長において特に必要と認めた事項  



（正副会長・監事・相談役会） 

第 １５ 条 正副会長・監事・相談役会は、会長、副会長、監事及び相談役で

組織し、次に掲げる事項を掌理する。 

（１）施策及び運営などの企画立案に関する事項  

（２）総会及び理事会に関する事項  

（３）総会及び理事会における議決事項の実現促進に関する事項  

（４）その他会長において特に必要と認めた事項  

（基地関係国会議員との情報連絡会） 

第 １６ 条 基地関係国会議員との情報連絡会は、会長、副会長、監事及び相

談役で組織し、次に掲げる事項を掌理する。 

（１）総会及び理事会における議決事項の実現促進に向けた基地関係国会議員

との情報交換に関する事項 

（２）その他会長において特に必要と認めた事項 

（経費） 

第 １７ 条 この会の経費は、会費及びその他の収入をもってあて、会費は毎

年度会員及び町村会員より徴収する。 

２ 会費の負担基準は、総会において定める。 

３ この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるも

のとする。 

（基地返還財産処理対策委員会の設置） 

第 １８ 条 第５条第２項に掲げる事業を行うため、会長の所管のもとに基地

返還財産処理対策委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、政府において基地の返還を計画し、または返還を決定した基地

施設が行政区域内に所在する市町村の会員及び町村会員をもって構成する。 

３ 委員会の会計は、第１７条の本会計とは別会計とし、委員会の経費は委員

会の会費及びその他の収入をもってあてる。 

４ 委員会の会費の負担基準は委員会において定め、委員会の会費は毎年度委



員会の構成員から徴収する。 

５ 委員会の役員構成、運営方法等は、委員会において定める。 

（その他） 

第 １９ 条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。 

 

 

 

        附     則 

この規約は、昭和３１年１０月６日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和３４年２月１９日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和３４年１１月１３日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和３６年１０月１９日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和３９年５月２２日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和４０年７月６日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和４１年５月２８日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和４３年５月３１日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和４７年６月１日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和４９年６月１日から実施する。 



        附     則 

この規約の一部改正は、昭和５１年７月８日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和５３年７月１１日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、昭和５７年２月４日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成６年２月９日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成１２年２月３日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成１４年２月７日から実施する。 

        附     則 

この規約の全部改正は、平成１６年２月６日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成２４年２月１日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成２７年２月３日から実施する。 

        附     則 

この規約の一部改正は、平成２８年２月４日から実施する。 

 


